
別紙２
津波対策に関する事項の追加に係る留意事項
１　予防規程の策定にあたっては、製造所等の実態に即して必要な対策を具体化しながらこれを明確に規定するよう作業を進める必要があります。
その際、必要な対策の詳細を予防規程とは別のマニュアルに記載し、予防規程の中で当該マニュアルを引用することも可能です。
２　津波到来時においては、従業員の安全を確保することが優先されることから、想定避難時間内に徒歩で高台等に避難することを基本として、収容人員等を考慮した従業員等の避難経路等を検討し、予防規程に記載してください。
　　なお、本市において指定している津波避難ビルはあくまでも緊急避難施設であり、津波到達時間までに高台等に避難できない場合に使用する施設であることに留意してください。
３　地震発生から概ね５０分以内に必要な対策が完了することを基本として必要事項を計画してください。
また、当該想定よりも短時間で津波が到達する場合についても、取り得る対応及び実施体制を検討し、予防規程に記載しておくことが必要です。
４　屋外貯蔵タンクについては、津波浸水深、タンクの自重、タンクの内径、貯蔵危険物の重量等の状況により津波による被害形態が異なることから、これらのことを勘案して津波被害の検証を行うとともに、当該検証結果を踏まえ、必要な事項を盛り込むことにより、予防規程において記載する対策等の実効性向上を図る必要があります。
なお、具体的な検証方法等については、消防局予防部指導課までご相談ください。
